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事務事業評価 令和元年度実績あ

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 5 8 目標値 5 8

 ( R1 ～ R3 ) 実績値 7 － 実績値 7 －

 [人] 達成率 140.0% － [人] 達成率 140.0% －

 目標値 10 20

実績値 8 －

[社] 達成率 80.0% －

令和元年度 令和 2 年度 目標値 1 5

7,430 9,461 実績値 5 －

7,145 － [事業所] 達成率 500.0% －

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 474 1,000 1,000 目標値 2.46 2.63 2.69

 ( H26 ～ ) 実績値 1,039 1,241 － 実績値 2.46 2.58 －

 [回] 達成率 219.2% 124.1% － [％] 達成率 100.0% 98.1% －

 目標値 40 40 40

実績値 12 25 －

[社] 達成率 30.0% 62.5% －

令和元年度 令和 2 年度 目標値 1 1 1

36,762 77,970 実績値 1 0 －

34,909 － [法人] 達成率 100.0% 0.0% －

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 79,900 82,300 84,800 目標値 17,831 18,314 18,651

 ( H30 ～ ) 実績値 85,004 91,571 － 実績値 17,977 17,835 －

 [千円] 達成率 106.4% 111.3% － [円] 達成率 100.8% 97.4% －

 目標値 30 30 30

実績値 38 49 －

[事業所] 達成率 126.7% 163.3% －

令和元年度 令和 2 年度 目標値 1 1 1

15,035 20,158 実績値 2 1 －

14,309 － [回] 達成率 200.0% 100.0% －

Ｂ

Ｂ

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

1

ICTの活用等による障がい者の在宅就労支援事業

平成 30年度

在宅就労希望者のe-ラーニ
ング実施数

新規在宅就労者数（障
がい者、難病患者）

障害者社会参加推進室

　在宅の障がい者や難病患者がその能力や特性
に応じて活躍できる社会を実現するため、ＩＣ
Ｔの活用等により在宅で就労できる支援体制を
構築する。

県内外企業への営業活動
（電話、訪問）（年間）

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　企業向けセミナー開催（１回）や県内外企業への営業活動（７社）、Ｂ型事業
所の職員の育成支援等実施し、県内６障がい福祉圏域のうち３圏域（中部・東
部・北部）のＢ型事業所（５事業所）がテレワークによる利用者支援の取組に着
手。在宅障がい者７名が新規に在宅就労による就労支援の取組を開始した。
　今後は、残り３圏域でのＢ型事業所の育成を行い、県内全域でＢ型事業所によ
るテレワーク支援の仕組の構築を図り、障がい者が多様な働き方により活躍でき
る環境づくりに努める。

区分

①在宅就労希望者に対するス
　キルアップ研修実施
　　　　　　　　　　 2,398
②県内外の企業訪問等による
　在宅就労取組企業の開拓
　　　　　　　　　　 2,384
③Ｂ型事業所職員に対するス
　キルアップ研修実施
　　　　　　　　　　 2,248

Ａ

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容
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障がい者就労環境づくり推進事業

平成 30年度

e-ラーニング等研修実施Ｂ
型事業所数予算

決算

障がい者雇用アドバイザー
の法人等重点訪問数

本県の障がい者実雇
用率障害者社会参加推進室

　障がい者雇用を促進するため、障がい者雇用
アドバイザーによる企業訪問や仕事の切り出
し、人材の掘り起こし等を行うほか、障がい者
が就労しやすい環境づくりを進める。

奨励金新規申請企業数 事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　障がい者雇用アドバイザーが全業種の企業等を1,241回訪問し、305人の雇用に
結びついた。（前年比＋3人）
　新規に知的・精神障がい者を雇用し、指導員を配置する企業に研修実施や奨励
金の交付を行った結果、37人の雇用に繋がった。
　障がい者雇用アドバイザーを倍増（６人→１２人）し、全業種の企業訪問等雇
用促進に加え、就職した障がい者及び企業の双方の相談に応じる等職場定着を強
化する。

区分

①障がい者雇用アドバイザー
  の配置
                    25,488
②職場指導員を設置の際の奨
　励金の支給
　　　　　　　　　　 9,360

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

3

障がい者工賃向上支援事業

平成 30年度

利用定員増への補助数

予算 32,452

決算 30,936

障がい者工賃向上推進委員
会の開催回数予算 17,384

決算 17,382

共同受注による受注実績 工賃向上計画対象事
業所平均工賃月額障害者社会参加推進室

　就労継続支援Ｂ型事業所利用者の工賃向上を
図るため、民間主導の共同受注体制の構築を支
援するとともに、農業に取り組む事業所に対し
生産性向上、販路拡大等を支援するアグリ就労
アドバイザーを派遣する。

アグリ就労アドバイザー派
遣事業所数

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　共同受注による受注実績も順調に推移し、年々工賃実績も増加してきたが、２
～３月にかけて新型コロナウイルスによる影響をうけ、事業所の業務受注量が減
少したことから、工賃も減少し、前年度実績値から微減となった。
　令和２年度は、引き続き民間企業等との協働による共同受注体制の強化、事業
所への農業アドバイザー派遣による農福連携の推進等に取り組むとともに、新た
に専門家を事業所に派遣して経営力の育成・強化を図り、工賃水準の維持・向上
に努める。

区分

①民間主導の共同受注体制の
　構築を支援
　　　　　　　　　　 8,638
②農業に取り組む事業所にア
　ドバイザーを派遣
　　　　　　　　　　 6,314
③障がい者工賃向上推進委員
　会の開催
　　　　　　　　　　　　83
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